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1990年 代から2000年 代にかけて 日本の援助行政におけるパラダイムは大きく転換 した。冷
戦の終焉などの国際的要因の重要性もさることながら、政治的要因や経済的要因などの国内的
要因も無視することはできない。援助行政 をめぐる日本の政治構造 ・経済構造が1990年 代を
通 じて大きく変化 し、そのことが昨今の日本の援助行政に看過できない影響を与えた とい うの




年代後半以降1999年 度に至るまで、二国間ODA被 供与額の トップを常にインドネシアと争っ
てきた。また、対中援助に関して大規模;な見直し論が出ること自体、これまでは考えられなかっ
たことである。 しかしながら、2001年10,月 に外務省の対中経済協力計画(国 別援助計画)と
して対中援助の削減 ・圧縮が正式に決定され、翌2002年3,月 には対中円借款25%削 減(約500





借款の供与方法が見直 され、他の被供与国と同じ単年度方式(案 件積み上げ方式)に 改められ
た。確かに2002年 度以降の援助実績の トレン ドが明 らかになる以前の段階でこれ らの変化の
影響を過大に評価すべきではなく、それ故に本稿では、「削減」という語に代えて、「削減議論」




して謝意を示 さないとい う主張は今回の削減劇の中でしばしば見られた。 しかしながら、高田
(1999)お よび莫(2001)の 指摘などから明らかになるように中国は日本からの援助に対 して
継続的に謝意を示 してきた。その謝意が 日本国民の目に留まらなかったというのは問題である





化が生 じている以上、同種の削減議論が被供与国として重視 されてきた他のアジア諸国に対 し
てもなされ る事が十分あり得 るというものである。近年のODA一 一般会計予算削減に見 られる
様にODAの 財源 自体が縮小傾 向にある為、その可能性は尚更高いと言 えよう。従って、今後








力が限定的であることが判明す る。『わが外交の近況(外 交青書)』 や 『ODA白 書』か ら明ら
かになるのは、「軍事費の配慮」といった理念のみならず 「国益」のロジックが1990年 代半ば
以降の援助行政を行政 目標のレベルで特徴づけてきたとい うことである。 「軍事費の配慮」が
援助行政の実務に影響を及ぼしていないとすれば、「国益」の考慮が効いていた可能性が高い。
そこで、そ うした利益のモーメントとして援助行政を取 り巻 く政治経済構造の変化が議論され、
そのインパク トの大きさが示 されることになる。
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1.こ れまでの対中援助削減 ・停止
大平正芳首相のODA供 与表明を受けて、 日本は1979年 に中国へのODA供 与を開始 した。そ
れ以降、昨今の削減議論に至るまで、対中ODAは 停止や削減の危機 を二度に渡 り乗 り切って
きた。二度 とは、1989年 の天安門事件を巡る対中援助凍結、1995年 の核実験に対する無償援










1989年4月 に竹下登 ・李鵬会談で中国への援助拡充が約束 されたわずか二ヵ月後の6,月4
日、北京で民主化運動の軍事弾圧が発生 した(天 安門事件)。 当初宇野内閣は 厂日中特殊関係」
論を打ち立て欧米 と異なる対応を模索 したが(孫2000,p.7)、 厂対中制裁」という国際世論に
同調する形で 日本政府も中国向けODAを 凍結 した。その中心が1990年 度開始予定だった対中
第三次円借款であった。 しかしなが ら、 日本政府のスタンスは欧米と共同歩調をとって対中制
裁を行 うとい うよりも、むしろ歴史的および文化的な深い関係に鑑みて制裁解除への 「根回 し」
や調停役を演 じる事を重視するとい うものであった(永 野 ・近藤編1999,pp.178-179)。 例








(および通産省)と 欧米 との協調を重視す る外務省との間で対立が見られたものの、外務 ・大
蔵共に7月 のヒュース トン ・サ ミット後に部分解除を行 うとい う方向でまとまった(孫2000,
pp.29-30,45-46)。 ヒュース トン ・サミッ トにおいて海部俊樹首相が 「中国の孤立化を避iけ、
民主化を促進 させるためにも、第三次円借款を徐々に実施していく」との方針 を表明したこと
を受けて(八 島1999,p.17)、9月20日 には竹下元総理が 「首相特使」 として訪中し日本政
府の決定を李鵬首相に正式に伝えた(孫2000,p.41)。 その後、1990年11.月 に供与された第
一回分(合 計三回の内)か ら第三次円借款が再開されることとなった1。
この様に1989年 の凍結に際 しては日本政府は援助再開まで幾つかの段階を経 る慎重な態度
をとった。 しかしながら、円借款の継続案件の再開が年度内、新規案件再開も翌年度 と、各ス
テップの間隔が短かったために図1を 参照 して分かるように必ず しも大きな削減 として表れな
かったのである。この背景には、そもそも 「自民党と財界の大多数は 『日中特殊』関係論に傾
き、円借款の凍結までは考えていなかった」 とい う事実がある(孫2000,p.44)。 援助の早期
再開に際しても財界は大蔵省の早期凍結解除の立場を支持 したとされている(孫2000,p.29)。
日本政府 による援助凍結 と対照的に、 日本の商社は天安門事件後十 日ほどで駐在員を帰任 させ
るなど、中国との経済関係を重視する姿勢が顕著であった。更に、ODA案 件受注に向けて諸
企業が早 くから情報収集を開始 していたことも明らかになっている(毎 日新聞社会部1990)。
対中円借款停止や無償援助凍結は日中間の貿易面、経済協力面で日本企業のダメージが大きかっ




日本の援助行政はかねてより 「理念の欠如」 を指摘 されてきたが、こうした批判を受 けて
1992年6月30日 に 「ODA大 綱」が閣議決定された。ODA大 綱は以下の四つの原則から成る。
四つの原則 とはつまり、①環境 と開発の両立、②軍事的用途および国際的紛争助長への使用回
避i、③軍事支出、大量破壊兵器 ・ミサイルの開発 ・製造、武器の輸出入などの配慮、④民主化
1天 安門事件を経て、 日本は 「対中国経済協力三原則」に代えて1991年12,月 に 「対中国経済協力四原
則」を中国へ提示 した。前者が①軍事面での協力は行わない、②近隣iアジア諸国とのバランスに配慮す
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の促進、市場志向型経済導入の努力と基本的人権 ・自由の保障である。
ODA大 綱の決定以降、1993年5,月 には 日本政府は武器輸出に対す る大綱の説明を中国に対
して行った。また、1993年10月 の核実験に際 して羽田孜外相が、1994年6月 の核実験に際し
ては柿沢弘治外相が中国に対 して抗議を行った(添 谷1998,p.53)。 更に同年10,月の中国の
核実験に対 しても河野洋平外相が遺憾の表明を行った(影 山1998b,pp.216-218)。 しかし、
こうした日本政府の再三の申し入れにもかかわ らず中国政府は1995年5.月15日 に核実験を再
開 した。これに対し村 山富市首相は当初、経済協力の見直しは行わない と明言 した2。 また、
中国の反発 を恐れた外務省も、無償資金協力削減を核実験の報復 と結びつけない方向であっ
た3。 しか しなが ら、世論及び国会の追求を受けて、 日本政府の考えを明確 に示すべきと方針





党内か らも政府方針への反発が生 じることになる。1995年8月17日 に中国が通算43回 目の核
実験を実施すると、25日 に与党外務調整会議の秋葉忠利、前原誠司の2座 長 らが野坂浩賢官
房長官に対して抗議のための対中無償援助凍結を要請し、野坂官房長官もこれに対 して理解を
示した7。既に17日 には新進党の西岡武夫 「明 日の内閣」総合調整担当が対中ODA(有 償、無
償を問わず)の 即刻全面停止を河野外相に申し入れてお り、この様に5,月 の核実験以降、与野
党か ら政府の 「弱腰」批判が見受けられたのであった8。8月29日 に、 日本政府は遂に他の援
助国の同調がない中でODA大 綱を適用 し無償資金協力の原則停止措置を採った(下 村 ・中川 ・
斎藤i1999,p.133)。 つま り、「改革 ・開放政策に基づ く近代化努力を支援するという対中政
策の基本は維持するが、ODA大 綱を踏まえ、また日中関係を総合的に判断した上で、95年 度
の対中無償資金協力にっいては災害緊急援助、ポ リオ撲滅計画及び草の根無償資金協力のみを
行 うこと」にしたのである(財 団法人 国際協力推進協会1996,pp.57-58)。 また、1996年 度
以降も中国の改善が見られない場合は同様の停止措置を採ることも明らかにした。円借款に関
しては継続するとされてお り、実際に10Aに は1995年 度分1414億 円の供与が決定されたが9、
2『 朝 日新 聞 』1995年5.月16日 夕刊,4面 。








『日本 経 済 新 聞 』1995年5月23日 朝 刊,1-2面 。
『日本 経 済 新 聞 』1995年5月22日 夕刊,1面 。
『日本 経 済 新 聞 』1995年6.月25日 朝 刊,2面 お よび 『毎 日新 聞』1995年6月25日 朝 刊,2面 。
『朝 日新 聞 』1995年8月26日 朝 刊,1面 。
『朝 日新 聞 』1995年8月18日 朝 刊,3面 お よび 『朝 日新 聞』1995年8.月28日 朝 刊,2面 。
『日本 経 済 新 聞 』1995年10,月31日 夕刊,2面 。
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1996年 度 より供与 され る予定であった第四次円借款に関しては、核実験に抗議 して調査団の
派遣が事実上先送 りされた10。
以上の 日本の対応を受けて、「中国は1996年6.月 の核実験開始に先立って 日本に臨時代理大
使を派遣 し、実験実施を事前に通告すると共に、以後核実験の実施を今回を含めて二回に限定
することを通知 した(下 村 ・中川 ・斎藤i1999,p.134)」 。中国政府は7.月 には核実験を凍結
し、包括的核実験禁止条約(CTBT)に 署名 した。1996年3,月 には 「円借款にも手を付ける
べき」 とい う強硬論が 自民党内で見られ11、また9月 の時点でも 「核実1を した国への支援は
国民感情から言っても納得できない」との批判が見 られたが12、上記の中国の対応を評価 して
1996年 度から供与される予定であった第四次円借款前三年分の うち1705億 円の対中円借款へ
の調印を自民党が11,月に了承 した13。更に1997年3,月21日 には自民党対外経済協力特別委員
会委員長の小渕恵三を団長 とする自民党代表団が訪中して江沢民国家主席と会談し無償資金協
力を再開す るとい う党の決定を伝達 した14。29日には池 田行彦外相が訪中し無償資金協力に関
する書簡を交換 した15。これを以て 日本は中国に対する無償資金協力を再開するに至った。
1995年 の削減で留意すべきは、無償資金協力が 日本の対中援助総額の約3%に 過ぎないこ
とである。また、1998年 のイン ドおよびパキスタンの核実験に際して とられた、融資に対す
る厳 しい制裁や新規円借款停止 とは大きな違いがあった事も確かである。インド・パキスタン
との差に関しては、中国が既存の核保有国である反面、イン ド・パキスタンの核実験は核の
「横の拡散」であ り、それ故に核保有国の増大を恐れた 日本政府がイン ド・パキスタンに対 し
て強硬な姿勢をとったという見方もあるが(橋 本編1999,p.395)、 一方で中国に対す る特別
な配慮 ・日本経済への影響の考慮の存在も指摘されている(永 野 ・近藤1999,p.183;小 林
煕直2001,p.15)。 実際に、1995年10月25日 の自民党外交関係合同会議において出された円
借款の継続についての疑念に対 して、外務省側は 「無償資金協力は凍結 したが、円借款は中国
の開放 ・民主化を支えるうえで必要」 と中国に配慮 した説明を行い、政府が 日中関係の重視 と
国内か らの 「弱腰」外交批判の回避の問でジレンマに陥っていることを露呈 した16。また、 日
本企業の問にも円借款削減に関し慎重論が強かった。例えば、財界訪中団 として中国に渡った
10『 朝 日新聞』1996年11月13日 朝刊,1面 。
11『 朝 日新聞』1996年3.月14日 朝刊,3面 。
12『 朝 日新聞』1996年9A21日 朝刊,3面 。




14『 日本経済新聞』1997年3A22日 朝刊,2面 。
15『 日本経済新聞』1997年3A28日 夕刊,2面 。
16『 朝 日新聞』1995年10A26日 朝刊,7面 。1996年6月 の核実験に際しても橋本龍太郎首相が、円借
款の取 り扱いに関して、「中国をこの問題で国際社会に引き戻すようにしなければならない。円借款停
止はそ ういう方向とは逆行する」 と述べた(『朝 日新聞』1996年6,月9日 朝刊,1面)。
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豊田章一郎経団連会長は、日本の措置が無償資金:協力の凍結から円借款削減にまで進むことに
対して、「そ うい うこと(抗 議)と は(円 借款の問題 を)結 びつけない方がいい」と日本政府
に釘 を刺 したのである17。
1995年 度以降は、1999年 度に至るまで若干の変動を伴いつつ も、図1か ら明らかになる通
り、対中援助は有償資金協力 ・無償資金協力共にコンスタン トな伸びを示 した。1998年 度に
は橋本内閣の財政構…造改革法のために、ODA一 般会計予算分が10%削 減 された(小 此木
1998)。 これを受けて 日本政府は、中国向け第四次円借款(1996-2000年 度)の うち、後期二
年分については前期三年分に比べて年平均で一割削減の3500億 円程度 とす る方針を固めた。
しかしながら、 日中事務 レベル協議の結果、1998年11Aに 第四次円借款後二年分の計3800億
円の供与について合意 したため18、結果的には1998年 前後においても対中i援助は安定していた。




外務省のホームページか ら引用すると、「国別援助計画」とは、「ODAの 効率性 ・透明性向上
に向けた取 り組みの一環 として、被援助国の政治 ・経済 ・社会情勢の認識を踏まえ、開発計画
や開発上の課題 を勘案 した上で、今後5年 間程度を目処 とした我が方のi援助計画を示すもの」




る。2002年2月 現在、バングラデシュ、タイ、ヴィエ トナム、エジプ ト、ガーナ、タンザニア、








17『 朝 日新 聞 』1995年9.月21日 朝刊,13面 。 こ の他 に以 下 も参 照 。 『日本 経 済 新 聞 』1995年9.月20日
朝 刊,2面;『 東 京 読 売 新 聞 』1995年9,月21日 朝 刊,3面 。 後 者 は 、 中国 政 府 が 日本 企 業 の 市 場 進 出
を 「人 質 」 に して援 助 圧 縮 に不 満 を述 べ た と表 現 し てい る。




性を高めるためにロングリス ト(円 借款案件候補 リス ト:筆 者註)方 式を導入。





環境支援へと大きく変化することになった。そ して、対中経済協力計画を受けて 日本政府 は






そもそ も今回の削減劇につながる対中援助批判は、1998年 末に訪 日した江沢民国家主席が
「過去の歴史」に拘ったと批判 された頃から見られ始めた。その他に2000年 度に入 り反発が高
まった理 由として一般的に指摘 されてきたものには、中国政府が 日本か らのODAを 受ける一
方で ミャンマーやパキスタンなど他の途上国への経済支援を増や していたこと、隣国のモンゴ
ル と対照的に日本の援助に対する 「謝意」が示 されていなかったこと20、更に2000年5-6A
に中国艦:船や調査船が日本の排他的経済水域内などの日本近海で活動を活発化 させたこと21が
挙げられ る。 しかし、これ らの援助削減の理由の内、「謝意」に関しては、渡辺 ・草野(1991,
pp.103-106)に よると、1991年 時点で中国政府 は日本の経済協力に対 して高い評価をしてい
るとのことであり、「謝意が示 されない」とい う批判は感情論が先行 している可能性はある22。
他の途上国への支援を行っているとい う批判に関しても、影山(1998a)な どが示すように、
中国は1979年 以降、外国援助 を受け入れながら他の途上国への援助を行 うとい う手法をとっ
19『 日本経済新聞』2002年3,月13日 朝刊,5面 。
20『 産経新聞』2000年7,月28日 朝刊,4面 。
21中 国は1992年 に尖閣諸島を中国領 と明記 した領海法を制定 して以来、海上での調査活動を頻繁に行
うようになった。1999年 には海軍艦艇による軍事演習も行われた(産 経新聞論説委員室 編著2002,
p.212)a
22他 に、前述の高田(1999)や 莫(2001)も 中国の謝意はあったとの立場に立っている。ODA大 綱 と
関係があるとい う点で、軍事費増大に関する議論は 「謝意」の問題 とは異なるが、後述の宮崎(2001)
のコメン トの通 り軍事費の議論に関しても感情的な側面がある。
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てきてお り、何故2000年 前後の対中援助削減の議論 と繋が りをもったのかを十分に説明 しな
い23。では、何故2000-2002年 に対中援助削減劇が見られたのであろうか。その検証のために、
以下において2000年 以降の削減議論のプロセスを概観する。
1)対 中特別円借 款凍結 問題
対中援助削減が具体的な政治過程に上ってきたのは、2000年5,月 に日本で開かれた 日中外
相会談においてであった。河野洋平外相が、自民党内の反発を受けて対中ODAの 見直しを検





(座長 ・石川滋一橋大名誉教授)が 、効率的 ・重点的なODAの 実施などを求める報告書を作成
し、河野外相に提出した。本報告書は、中国をはじめ年次計画に基づいてODAを 実施 してい
る国に対 して既得権益化 しないように不断の点検を行 うように求める内容のものであった26。
対中ODAが 注 目される中、対中援助に対する見直 し論 ・反対論が、参議院予算委員会、 自
民党外交防衛委員会、自民党外交関係合同会議などでも続出す ることになった(産 経新聞論説






突破するために特別に円借款を行 う中の中国分」であ り、「対中ODAと は別であ り、分けて考
え」るべきものだと強調 したのである27。野中広務 自民党幹事長 も、11日 に陳健駐 日中国大使
と会談 し、特別円借款への反発を和らげるために中国側が艦船航行問題で自制することを求め
た28。しかしながら、これ らの努力にもかかわらず24日 の自民党外交関係合同部会(塩 崎恭久
23戦 後 日本も援助を受けながら他国に援助を行 うとい うスタイルを採っていた以上、第三国への援助を
もって直ちに対中援助削減の根拠にする事には疑問の声もある(別 冊宝島編集部編2002,pp.15-16)。
24こ の直後に、外務省は自民党内に 「対中援助特別委員会」を新設するように要請 した(『 日本経済新
聞』2000年5A21日 朝刊,2面)。
25『 毎日新聞』2000年8,月11日 朝刊,8面 。この点は1989-1990年 の援助凍結及び再開における各
アクターの動きと似ていると言えよう。しかし、後述の通 り森田運輸相の訪中拒否問題を境に族議員も
含めて自民党若手議員の嫌中感情が高まることになった。
26『 産経新聞』2000年8月2日 朝刊,3面 。
27『 産経新聞』2000年8月8日 朝刊,1面 。




た29。か くして、当初河野外相の訪中時に正式署名 されるはずであった172億 円に上る特別円
借款は、外相の訪中直前に延期が決められた。この背景には、自民若手に 「嫌中」派が台頭 し
てきたことがある。彼 らは 「歴史カー ド」が交渉に用い られることを良しとしなかったのであ
る30。かつては田中角栄、中曽根康弘、竹下登 ら自民党 トップと中国の トップの関係で日中の
関係が規定されてきた嫌いがあるが、そうした リーダーの影響力の低下とグローバル化の流れ
を受けて様々な関係者の利害が関与するようになり、ハイ ・ポ リティクス的なあるいは寡 占的
な援助行政の在 り方は通用しなくなりっつあったのである。
特別円借款凍結および8.月下旬の訪中で河野外相が中国に対する懸念を表明したことを受け、
中国外務省筋は9,月6日 、中国政府が長年の日本か らのODAの 成果を示 し感謝を表明するた




2)ODA一 般会計予算削減 とODA3割 削減 案
しか しながら11月 、援助行政は財政基盤縮小の危機 に見舞われることになった。10月 に
「二十一世紀の公共事業を考える有識者会議」(座長 ・的場順三大和総研理事長)を 立ち上げ公
共事業の見直しを打ち出した亀井静香 自民党政務調査会長が、11,月19日 の与党三党政策者会
議で今度はODAの3割 削減を提案 したのである(草 野2000)。 確かに、2001年 度のODA予
算について与党三党が削減で一致していたが、ここまで具体的かっ大々的な削減が提唱された
のは初めてであった。12A5日 には、与党三党の 厂政府の途上国援助(ODA)に 関す るプロ
ジェク トチーム」(座長 ・中山太郎元外相)が 翌年度予算でODA予 算を削減することで一致し、
関係省庁に対 して援助事業の 「見直 しリス ト」を提出す るよう求めた。先述の通 り1998年 に
も財政構造改革の流れの中で一般会計予算分の1割 削減が行われたが32、この時の削減対象は




31『 産経新聞』2000年9月7日 朝刊,4面 。
321998年 のODA一 割削減と2000年 のODA削 減の対比については、『朝日新聞』2000年12月6日 朝刊,
2面 参照。危機的な財政状況を受けて、橋本内閣は1997年 に財政構造改革法を成立させ、緊縮予算の作







第9章1990年 代 日本 における政 治経 済構 造の変化 と援助行政のパラダイム転換(芦 立)
一般会計予算であり、財投への規制がなかったために財投分(主 として借款分)を 増や して一
般会計予算の減少分を埋め合わせるとい う方法が採 られた。そのため、ODA一 般会計予算削
減のインパク トは最小限に留まった。 しかし、2000年12月 の合意においては、既に政府間で
約束 したプロジェク トや国連機関に対する義務的な拠出金を除き、財投も含めた全ての予算を
削減の対象とすることになったのである。
2000年12,月 のODA予 算削減 に関 しては、前月11月25日 のASEAN各 国首脳 と森喜朗首相の
会談において、ASEAN四 力国が日本のODA削 減を止めるように要請 していた。しかしながら、
森総理は 「厳 しい財政状況の中でODAも 聖域ではない。効率的な運用 と、関係諸国との伝統
的な友好関係 を踏まえて考えたい」 と答え、はっきりとした指針は示 されなかった33。これ と
は対照的に河野外相はODA削 減に慎重な姿勢を示 した34。しかしながら、こうした外相の懸念
にも関わ らず12,月11日 には、ODA予 算の3%削 減を政府 ・与党が固めた。削減は、主に国際
協力銀行に対する出資金が対象 となることが決まった。つまり、円借款にメスが入ったとい う
ことである。三割削減を主張していた亀井政調会長も15日 にこれを了承 した。そして20日 に
2001年 度一般会計予算大蔵省原案が提示されたが、経済協力関係の支出は前年度比3.0%減 少、
とりわけ国際協力銀行に対する出資金は7.1%減 とされた。ODA予 算:の全般的な削減に対し、
中国側は項懐誠財政相が 「削減は残念だ[が 、]日 本政府の決定を尊:重す る」(2001年1月8
日)、竜永図対外貿易経済協力次官が 「3%削 減でも心配 していない」(2001年2月4日)と
相次いで理解を示した35。
3)対 中援助の在 り方の検討
2000年12月15日 には自民党経済協力評価小委員会(委 員長 ・武見敬三参議院議員)の 対中
援助指針 「中国に対する経済援助及び協力の総括と指針」を自民党が了承 した。指針の主な柱
は、①環境 ・貧困 ・教育への貢献を重視する、② 「要請型」援助から 「提案型」に移行する、
③軍事的透明性の向上を中国に要請するとい うものであった。原案に含まれていた 「食糧を中
心 とした農業」への貢献 とい う項 目は、中国産の安い農産物の輸入により国内農業が圧迫 され
ているとの認識に立つ自民党の農林族議員から批判が上が り削除された36。2001年4月 にネギ ・
33『 朝 日新聞』2000年11月26日 朝刊,2面 。
34『 日本経済新聞』2000年12月7日 朝刊,2面(共 同インタビュー)。 河野と同様に宮沢喜一財務相も
ODA削 減の与党方針に否定的な態度を示 した。2001年1,月23日 に国連のアナン:事務総長に対して、宮
沢は自民党内のODA予 算の削減を牽制する姿勢 を示したのである(『朝 日新聞』2001年1月24日 朝刊,
3面)。
35『 朝日新聞』2001年1.月9日 朝刊,8面 および 『朝 日新聞』2001年2月5日 朝刊,2面 。2001年
3A23目 には、自民党の外交関係合同会議が、中国に対する2000年 度分円借款として、総額約1971億
円を供与することを了承 した。中国側が農業分野の円借款が 「日本の輸出には関係 しない」としたこと
が大きい(『 日本経済新聞』2001年3,月24日 朝刊,2面)。
36『 朝日新聞』2000年12月16日 朝刊,4面 。
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生椎茸 ・イ草に対するセーフガー ドを日本政府が暫定発動 したが37、対中援助指針 をめぐる上
記の議論はその布石となっていると言える。 中国に対す るセーフガー ド発動の議論 と対中援助
削減議論はこの様に密接に関連 していたのである。
また、2000年12月18日 には外務省の私的懇談会 「21世紀に向けた対中経済協力のあ り方に
関する懇談会」(座長 ・宮崎勇元経企庁長官)が 対中援助に関 して、河野外相に提言を行った。
この懇談会は外務省が 厂国別援助計画」を策定する上で、幅広 く意見を聞 くことが不可欠であ
るとの考えか ら生まれたものである(日 本 外務省 経済協力局2000,p.71)。 提言内容は、対
中ODAの 案件に関して 「我が国の厳 しい財政事情を勘案 し、個別具体的に審査 し実施す る」
と同時に、対中ODAが 「軍事力強化に結びっかないよう注意を払 う必要がある」 とい うもの
であった38。
4)対 中国経済協力計画決定か ら対中円借款 削減へ
前述の対中援助の在 り方の模索を経て、2001年6月3日 には政府が見直しを進めてきた中
国向け援助計画の概要が定まった。小泉政権の財政改革の方針 を受けてODAも 削減 される見
通 しになっていたが、田中真紀子外相は 「中国だけが聖域ではない」 とし、遂に対中ODAの
削減が決まったのである39。同時に、五年プランに基づく 「一括供与」を改めることが決まり、
これまで3プ ラス2方 式(前3年 と後2年 に分けて供与する方法)を 含めて数年分をまとめて
契約 してきた方法を改め、2001年 度より候補案件を個別に審査 し必要な資金だけを配分する
単年度主義の方式を採ることにしたのである(案 件積み上げ方式)。 対中ODAも 含めたODA
全般の削減に関して積極派の森総理と慎重派の河野外相 ・宮沢蔵相との間に意見の不一致があっ
た2000年 と異なり、2001年 においては小泉総理 と田中外相の問に意見の一致が見 られた事は
印象的であった。更に、塩川正十郎財務相 も、2001年7月 の参議院選挙の応援演説の中で、
軍事力に脅威を感 じる国に対 して援助 を与えることに疑問を投げかけ、暗に中国へのODAを
批判 した40。塩川財務相の発言は嫌中ムー ドの強い 自民党内(主 として若手議員)の 声を反映
してお り、財政構造改革路線の小泉首相 ・田中外相 とはODA圧 縮の理由付けがやや異なる。
しか し、 日中の特殊関係故に援助凍結を早期解除 しようとした大蔵省 と必ずしもそれに同調し
ない外務省 との対立が見 られた1989-1990年 の援助凍結議論とは様相を異にしたのが今回の削
37こ の措置への報復 として、中国は2001年6.月18日 に日本からの自動車 ・携帯 ・空調機を対象 とした
特別関税措置を発表した(『 朝 日新聞』2001年6,月19日 朝刊,1面)。
38『 朝 日新聞』2000年12A19日 朝刊,4面 。但 し、この懇親会の報告書に関して、宮崎座長は 「日本
の財政が厳 しいからとい うことで、ODAの"削 減"を 言っているわけではありません。」とコメン トし、
ODAの 総量の増減のみを議論の対象とする傾向を牽制している(宮 崎2001,p.83)。
39『 朝 日新聞』2001年6,月4日 朝刊,3面 。7A24日 に田中外相はハノイで唐外相と会談したが、この
会談の場においても、対中ODAへ の反発が増大している状況に関して 「小泉内閣では構造改革の一環として
ODA全 般を見直す」と説明した。これは軍事費増大などを理由とした自民党内の議論とは異なる姿勢であっ
たが、唐外相は単に 「理解する」と応えたのみであった(『 朝日新聞』2001年7月25日 朝刊,1面)。
40『 朝日新聞』2001年7,月16日 朝刊,2面 。
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減劇であったと言える。








3.「ODA大 綱 」 要 因説?
対中援助削減議論の要因としてまず考えな くてはならないのは、被援助国の軍事費の動向を
援助において検討すべきとしたODA大 綱が 日本の援助行政において理念 として定着 し、その
結果 として対中援助の削減への道筋が敷:かれたのか とい う点である。中国の軍事費拡大が対中
援助の批判の根拠 となったことか らも、また対中経済協力計画のポイン トにODA大 綱に対す




1)ODA大 綱 の運用の限定性:軍 事費の配慮







定以前の1980年 代においても、あるいは1990年 代においても軍事費への配慮はあま り見られ
なかった。1980年 代 日本の援助行政に関するフックの計量分析によれば、各途上国に対する
41『 朝 日新 聞 』2001年10,月20日 朝 刊,4面 。
42『 毎 日新 聞 』2002年3,月13日 朝 刊,3面 。
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日本のODA供 与額 と当該途上国の軍事支 出の間には統計上有意な負の相関が見 られ ない
(Hook1995,p.89)。 つまり、軍事支出の考慮がODA大 綱以前の日本の援助行政を規定 して
いた とは一義的には考えられない。では、ODA大 綱以降はどうであったのか。下村 らのODA
大綱の運用に関する研究によると、第三原則のうち大量破壊兵器開発に関しては、原則に適合
する形で望ましい方向に動いたことに対する御褒美としての援助(ポ ジティブ ・リンケージ)
および原則に反 したことに対する新規援助停止な どの制裁(ネ ガティブ ・リンケージ)が 共に
見受けられる。1995年 の無償資金協力の凍結は後者に該当する。 しか し、同じく第三原則で
も2000-2002年 の削減議論と関連する 「軍事費の配慮」に関してはポジティブ ・リンケージ、
ネガティブ ・リンケージ共に発動 されていない。「軍事費の配慮」に則って外交圧力を発動 し





るものと考えられ る」 と解説を加えている(下 村 ・中川 ・斎藤1999,p.109)43。 以上の検証
から、「軍事費の配慮」とい うODA大 綱の理念が必ずしも運用上のインパクトを有 してこなかっ
たことが明 らかになる。
援助一般から対中援助に議論を絞っても、ODA大 綱の原則に基づくネガティブ ・リンケージ
に関して同様の傾 向が伺える。 国際開発ジャーナル編集部が1998年 の江沢民国家主席による
「歴史認識」発言直後、つまり日中関係に翳 りが見え始めてきた時期に、援助関係者(JICA、
当時のOEC:Fお よび輸銀、各省庁のODA関 係部局、開発コンサルタン ト、商社、NGOな ど)
360人 に対 して実施 したアンケー トにおいては、回答者の約4分 の3が 今後もODAと い う形で
中国への援助を続けるべきであるとしているのである(荒 木1999,pp.8-11)。ODA大 綱に反す
ることを理由に対中ODAを 止めるべきとした回答者は極わずかであった。一連の回答を踏まえ
て荒木は 「中国が 『ODA大 綱』に反 していると部分的には認めるものの、アジアの平和構築 と
い う視点から臨機応変に対応 して対中援助を続けざるを得ないという立場」が援助関係者の共
通認識ではないかと結論付ける(荒 木1999,p.11)。 振 り返ってみれば、第三原則の内、「大量
破壊兵器(核 兵器)の 配慮」に則って中国に対 して制裁措置を行った1995年 のケースにおいて
すら、凍結されたのは対中援助における比重が少ない無償資金協力のみであった。
1990年 代において限定的だったODA大 綱の規定力が、2000年 に入 り増大し、それが対中援
助削減劇につながったとい う可能性は考えられる。確かに、対中援助削減議論のロジックとし
て日本の援助理念すなわちODA大 綱に反するとい う主張が提起された事は幾度かあった。 し
43下 村 ら は更 に 政 治 家 のODA大 綱 に 関 す る 言 及 ぶ り を も 検 証 して い る が 、,レ ビ ュ ー の結 果 は 言 及 が
「あま り多 くな い 」 との こ とで あ る(下 村 ・中川 ・斎 藤i1999,p.47)。
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かしながら、新聞の論調 を一例 としても、必ず しもODA大 綱遵守 という方向へ国内の議論の
収斂が見られた訳ではない。中国を批判 しながらも対中ODAに 肯定的な毎日新聞、対中関係
の悪化を懸念し冷静に対応することを求める朝 日新聞、対中ODA見 直 しを正面か ら求める産
経新聞及び読売新聞と社説 において も主張は大きく分かれた(産 経新聞論説委員室 編著
2002,p.224)。 また、産経新聞と読売新聞の問でもODA大 綱に盛んに言及する産経新聞44と中
国に対 して不信を招 く行動の自制を求める読売新聞45といった具合にギャップが見受けられた
(産経新聞論説委員室 編著2002,p.224)。 一連 の削減議論においては軍事費への言及はある
ものの、ODA大 綱の原則に違 うというロジ ックはあまりとられず、む しろ無駄なものとして
の軍事増強とい う認識が多かったようである46。
また、「21世紀に向けた対中経済協力のあ り方に関す る懇談会」の座長を務めた宮崎勇は、
中国の国防費は確かに増えてはいるが47、GDPに 対する比率で評価 した場合1%台(中 国の基





2)ア イデ ィァか ら利益へ
稲田(1990a)は 『わが外交の近況(外 交青書)』 および 『経済協力 白書』の文言を参考に、




づける傾向は1993年 以降、毎年の様に 『外交青書』に見 られる。1997年 の 『外交青書』では、
44例 えば、「「社説」対中ODA見 直し 大綱順守、大型インフラからの撤退」『産経新聞』2000年5A12
日 朝刊,2面 や、「「主張」対中ODA削 減、「ODA大 綱」を軸に見直しを」『産経新聞』2000年12,月4日
朝刊,2面 。
45例 えば、「社説 事前通告ぐらいすべきだ」『読売新聞』2000年8,月28日 朝刊,3面 。
46世 論調査に目を転 じても、理念重視の回答への収斂は見られない。内閣府が2001年1.月20日 に発表
した 「外交に関する世論調査」においては、今後の経済協力の重点地域にアジアを挙げた回答者は前年
の調査に比べて約10ポ イン ト減ってお り、対 中ODA批 判を反映 しているように見える。 しかし、経済
協力に消極的な回答者の7割 以上が、経済協力に消極的である理由として(反 中感情ではなく)日 本国
内の景気の悪さを指摘しているのである(『朝 日新聞』2001年1月21日 朝刊,2面)。
472002年 度の中国の国防費は前年度比17.7%増 の1660億 元(約2兆6560億 円)に のぼ り、14年 連続で
二桁伸び率を記録したと伝えられている(『朝 日新聞』2002年3月5日 朝刊,7面)。
48稲 田(1990a)は 「援助の目標」を 「援助の理念」として表現 している。『外交青書』でもそ うした









2000年 の 『外交青書』では、「国益」の用語 こそ見られなかったが、厳 しい財政状況下で、国
民の理解 と支持を得ながら、効率的かつ効果的にODA予 算を使 う必要があるとの主張が見 ら
れた。外務省の援助に関するスタンスを知る上で同様に重要な 『ODA白 書』に目を転じると、
1997年 版以降 『ODA白 書』の巻頭に 「援助は何故必要か」 という頁が置かれるようになった
ことが分かるが、その中に 「国益に資する」との明確な文言が存在するのである49。以上の検





行政に関わるコス トを下げるとい うものであった。民間セクター側は例えば自身が事情 をよく
知る途上国(と りわけアジア諸国)に 関する情報を日本政府に提供し、当該途上国への援助の
可能性を高める等 とい う形で、投資 と援助を結びつけることにより、援助行政にコミッ トする
動機付けを行ってきた(芦 立2001)。 加藤(1998,pp.200-204)に よって 「複心円的官民ネッ
トワーク」 と命名されたこうした民間セクターの関与のあ り方においては、以下で説明する
厂政策フィー ドバック」が生じる余地が極めて大きかった。
一方、政治家の側は、自民党 トップエ リー トとアジア各国との関係が密であった。時に汚職
の温床と批判 されることもあったこうした関係であるが、後述の通 り同時に厭戦への思いに動
機付けられたものであった。つまり、かつての援助行政は陣笠議員が口を挟みにくく地元利益
に基づく誘因が必ず しも働かないという意味において、部分的にせよハイ ・ポ リティクスの色
492001年4月19日 に 外務省が外相の私的諮問機関として設置を決定し、5A23日 に初会合が開かれた
「(第二次)ODA改 革懇談会」(座 長 ・渡辺利夫拓殖大国際開発学部長)は 、ODAで 実現すべき 「国益」
とは何かといった援助の目的にまで踏み込んで議論 した上で、最終報告をまとめるとい う方針で始まっ
た。ある委員は 「ODAを 続ける必要性を説明するには、国益にもっと能動的に直結させる必要性があ
る」 と強調 した(『 朝日新聞』2001年6A21日 朝刊,13面)。2002年3月29日 に出された最終報告も
「ODAの 諸目的を実現するとともに、ODAを 外交手段 として有効に活用することは、日本の国益にとっ
て今後 とも引きつづき重要である」 と結論づけている。また、2003年7月4日 に示されたODA大 綱改
正案においても 「我が国の安全と繁栄を確保 し、国民の利益を増進することに深 く結びついている」も
のとしてODAが 定義されている(マ イクロソフ ト・ニュース2003年7月4日)。
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彩が濃いものであった。
以下では、対中援助に関する企業利益の変化(「 政策 フィー ドバ ック」の崩壊)と 対中援助
に関わる政治アクターの多元化 ・現実化(援 助の 「ロウ ・ポ リテ ィクス」化)と い う1990年
代に進行 した政治経済構造の変化が対中援助削減議論を巻き起こしたとの立場に立ち、 どんな
変化が生じ、それがどの様な結果をもたらしたかを考察す る。
1)経 済構造の変化:企 業の利益 の変化
今回の対中援助削減劇以前の二度の削減の危機 を経済構造の観点から理解する上で、 ピアソ
ンの枠組みは極めて参考になる。ピアソンは福祉政策の節減(retrenchment)を 検討 し、「政
策フィー ドバ ック」の概念を導入 した(Pierson1994)。 この概念はつま り、過去の政策によ
りその政策から一部の個人 ・集団が利益を享受する仕組みが作られるために、その結果 として
当初の政策の改廃 には大きなコス トが伴 うとい うものである。それ故に、削減を伴 う改革は進
まないか、反対派の動員 を抑えるために何 らかの戦略を使わざるを得ないのである。ここでの







また、1995年 の例では、外務省の削減に対する慎重論と同時に、主に 「予期 され る反応」の
形ではあったが削減への反発が存在 し、それに対 して 「戦略」が採られてきたとまとめること
ができる。つまり、対中援助全体に占める割合の少ない無償部分のみを削ることで削減を日本





模な削減の対象 とされたのである。 しかも、1989-1990年 や1995年 に匹敵するような円借款
削減への顕著な反発は生 じず、む しろ財政構造改革の一環 として対中援助の議論を見守る姿勢
が見 られた。そこに 「政策フィー ドバ ック」を見出すことは出来ない。何故削減が成功したの
であろ うか。 ピアソンの議論が示唆するものは、「政策フィー ドバック」が生 じなかったとす









円借款の 日本企業受注率の低下が経済界のODA離 れを招いているという指摘は、 日本企業
受注率が過去最低水準の35%に なった翌年1995年 に既に為されていた50。この現状と財政構造




その中には有償 ・無償 ・技術協力のパッケージの他、ODAと 民間経済協力 とのパ ッケージも
含まれていた51。また、1997年5月 には経済同友会が 「21世紀のアジア太平洋地域の発展 ・繁
栄に向けて一真のパー トナーとなるために民間の果たすべき役割について一」を発表 し、
ODAの 原則無償援助化等を提案 した。 「日本は借款の比率が他国に比べて高い(し かも円借款
のほとん どはアンタイ ド)た め、日本としての"顔"が 見えず、資金を供給している割 には主
体性が感 じられないのが実情である(括 弧内原文ママ)」 との主張が報告書に見 られる。無償
援助である技術協力に関わる日本人技術者を増加させる事で 日本の援助を 「顔の見える」もの
にできるとい う論理もある(小 林煕直2001,p.15)。 しかしながら一方で、ODAの 贈与比率
が大きくなるといわゆる 「ひも付き」援助も多くなるとい う逆相関の経験則もある(西 垣 ・下





与謝野馨通産相は円借款のタイ ド(ひ も付き)化 を国際ルールの中で検討 したいと発言し、円
借款事業 の日本企業受注率を高めるようにしていく考えを示した52。しか しなが ら、経済界の
危機感にも拘 らず円借款の受注率は1998年 度1999年 度 と連続して三割を切ることになった。
対中円借款の受注となると日本企業にとっての状況は更に深刻であった。対中円借款の 日本企
50『 朝日新聞』1995年8,月27日 朝刊,9面 。
51経 団連の報告書ではこの他に、効率的な援助の援助のためにODAに 携わる省庁の一元化も重要な柱
として提案されている。
522002年7月 に新たな円借款制度(「 本邦技術活用条件」)が 創設 されたが、これ も受注率低下への危
機意識を反映している。 ここでの新制度 とは、「ゼネコンなど日本企業が開発 した技術の活用や 日本製
の資材を30%以 上利用することを条件とするひもつき融資(タ イ ドローン)」 である(『朝 日新聞』2002
年3月29日 朝刊,11面)。
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業受注率 は1980年 代 には50%前 後であったが、1997年 度 には36%、1998年 度には15%に まで
低 下 した ので ある(宮 本2000,p.80)。 これ は 円借 款全 体 の 日本企 業受 注率 が1997年 度 に
40.8%、1998年 度 に28.2%で あったことに比べて も、著 しい低 下である(日 本 外務省 経済協
力局2000,p.25)。
この原因 として、対中円借款 開始 当時に 中国 に資金供 与を行 っていたのが 日本 とベル ギー だ
けであ ったの と対照的に、欧米先進 国か らも資金が供与 され るよ うにな り、先進 国間での競争
が激化 した ことが挙 げ られ る。 そ して、 日本企業 の受注率 の低 下に よ り日本企業 の対中ODA
に関わ る利 益は減少 し、対中援助 がそれ ほ ど魅力 あるものではな くなった と考 え られ る。
(2)直 接投資への重心転換
また 日本企業の受注率の低下 と関連するが、1990年 代に入 り中国自身が海外からの直接投
資などで競争力を付けて輸出産業を振興させた結果、 日中関係が当初の 「垂直的関係」からか
なりの程度水平的なものへ変わ り、 日中の経済関係が民間企業のリー ドするものになってい
た53ということも円借款の意義の低下を考える上で重要な要素であろう(国 分2001,p.49)。
確かにアジア通貨 ・経済危機の影響を受けて1999年 度には実行ベースでの受け入れ額は前年
を下回ったが、2000年 度には回復 しつつあるのである(小 林煕直2001)。 図2は 中嶋(2001,




ク トから域内貿易や投資に重心が移 りつつある」55のであ り、それだけ、対中円借款に対す る
日本企業のモチベーションは低下したと考 えることができる。実際に2000-2002年 の削減議論





ODAに 関する日中両国民への適切なPRが 行われることを強く期待する」 と主張 した。
53『 朝 日新聞』2002年3,月13日 朝刊,11面 。
54中 嶋(2001)は 日本の統計ではなく、主に中国の公式資料による数値をもとに議論を展開している。
中国による報告値は、「日本の資金が総投資額の相当部分を占めても自国の投資で完成 させた」 ように
扱われる点で、正確さに欠 く部分がある(中 嶋2001,pp.74-75)。 しかしながら、他方で 日本の海外直
接投資に関する統計も日本企業が報告 しない金額は記載されないとい う点において同様に不正確である
(余2001,pp.124-125)。 従って、中嶋(2001)の データを引用することに問題はないであろう。




+借 款+直 接投資+直 接投資対借款比率





農業 ・環境部門へ重心を移 していったことが民間セクターと援助の関係を変化 させたというこ
とである。 「中国の改革開放政策に寄与 した対 中ODAだ が、政策転換の遅れが[日本国内の]批
判を呼び込んだ」と嘆 く荒木(2002,p.6)の 意図は、バブル崩壊による日本人の自信喪失 と




かる。対中ODAの 早;期凍結解 除の声が出た1989-1990年 や対中ODA削 減への慎重論が出た
1995年 と異なり、民間資金を対中ODAに 優先 させるスタンスが2000-2002年 には色濃 く現れ
ている。 この様に、第1節 で述べた時代 と異なりピアソンの言 う 「戦略」を採る必要のある反
対派が2000-2002年 には減少 していたのである。
2)政 治構造 の変化:世 代交代 とアクター の増 大
援助のロウ ・ポリティクス的側面は、従来から 「腐敗」や 「失敗案件」として報 じられてき
た56。しかし、1990年 代に至るまでは援助のハイ ・ポリティクスの側面がバランサーあるいは
56例 えば 、 鷲 見(1989)、 村 井(1989)。
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ス トッパーの役割を果たしたのも確かであろ う。実際に、趙(1999)は イ ンフォーマルな
「政治活動家」(自民党の トップ ・エ リー トなど)の ネ ットワークが 日中関係に貢献 してきたと
指摘す る57。また、朴(2001)は 、1970年 代の 自民党アジア外交を分析 し、自民党主導の外
交が成立した条件 として、 自民党政権の安定性をあげる。朴(2001)に よれば、韓国の共和






で 日中の意見交換を行った。 しかし、1995年 の凍結や2000-2002年 の削減議論においては日
中首脳会談 ・外相会談こそ実現しているものの、1989-1990年 に見られた程の頻度ではエ リー
ト間の外交交渉が見 られなかった。代わ りに与党外務調整会議や自民党外交関係合同会議など
の与党内の委員会 ・会議 ・懇談会の存在感 が増 している。 にもかかわらず1995年 において援
助のロウ ・ポ リティクス的側面が顕著に現れてこなかったのは、第3節 で検証した通り 「大量
破壊兵器(核 兵器)の 配慮」がODA大 綱の中でも運用しやすい原則であったため援助の問題
がハイ ・ポ リティクスに留まったことと民間セクターの対中援助削減への反発がス トッパーと
して働いたことに帰因すると考えられる。第2節 において既に2000-2002年 の削減劇に関わる
政治過程を描写 したので、本項ではその総括 として近年の政治構造の変化を世代交代 ・アクター
の行動原理の変化の観点から捉える。
田中(2001)は 、森政権以降、対外政策の形成から 厂中心」 と 「統一意思」が欠如す る様
になったと指摘する。暫定セーフガー ド発動等を例にしながら、彼は森政権が日本国内の対中
国批判を 日中関係を リー ドする方向に用い ることが出来なかったとする59。こうした事実の背
景には、1990年 代に入 り世代交代が進んだ結果、対中援助が日中の トップ同士のハイ ・ポ リ
ティクスではなく、陣笠議員を含めて多くのアクターが関与する領域 となったことがあると考
えられる。かつては政界の松村謙三 、田中角栄、大平正芳、経済界の稲山嘉覚を始めとして中
国と太いパイプを持った日本人が多く存在 した(谷 野2001,p.21)。 他方、中国側にも第一世












エ リー トが見 られた。自民党 トップと中国の トップの関係で日中の関係が規定されてきた時代
は1990年 代からは隔世の感がある。こ うした変化をもって 日中関係が長老頼みのものか ら幅
広い層が支えるものになったと肯定的に評価することも出来る(谷 野2001)。 しかしながら、
新たなアクターの行動原理が従来のものと大きく異なるという事実は看過できない。
国分(2001)は 、1972年 の日中共同声明以降90年 代に至るまでの日中の協調体制を 「72年
体制」と名付ける。その上で、協調体制が維持 された要因の一つが 日中の戦争世代の存在であ
るとする。つまり、不戦の決意 と体制の差を超えて政治経済における友好関係 を築こうとする












2000年12月 の 「中国に対する経済援助及び協力の総括と指針」の例および2000年 度対中円借
款承認の理 由(註35参 照)か らも明らかになる通 り、自民党内にはセーフガー ド発動 という国








60『 朝 日新 聞 』2002年3月13日 朝 刊,11面 。
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との差を見出 し、変化の原因の説明を試みたものである。本稿の結論は、ODA大 綱の諸原則、
中でも 「軍事費の配慮」 という新たなアイディアの定着が対中援助削減議論を巻 き起こしたの
ではなく、むしろ日本企業の利益の変化および 自民党内の世代交代 ・アクターの行動原理の変
化 といった援助行政を取 り巻く政治経済構造の変化が以前の援助行政を特徴付けていた枠組み、
つま り 「政策フィー ドバ ック」および 「ハイ ・ポリティクス」を壊 し、削減決定をもたらした
とい うものである。
冷戦下の1980年 代にはODAは 防衛費 と共に予算の聖域であった。冷戦終焉後もODAは 他の
国内公共政策 とは一線を画 したものと認識 されていた嫌いがある。 しかしながら、1990年 代






ざる 「削減」に守られてきた側面が大きいため、特に注 目されてきたためである。 しかしなが
ら、同様の削減劇は他のアジア諸国に対 しても起こり得ることである。対中援助削減発表直後
に訪 日したカンボジアのフン ・セン首相に対 して田中外相が、厂(対カンボジア援助 も含め、全
般的に)ODA支 出も見直さざるを得ない」 と説明した62というのはその傍証であろう。外交の
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